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八千代市立萱田南小学校施設管理業務委託 仕様書 

 

第１章 一般事項 

１ 業務の目的 

 八千代市立萱田南小学校を適正に維持管理することで，児童及び教職員に良好な教育環境

を提供することを目的とする。 

 

２ 対象施設 

対象施設は，八千代市立萱田南小学校（以下「萱田南小学校」という。）とする。 

 

３ 用語の定義 

⑴ 「業務責任者」とは，当該業務に関し，主として指揮監督を行い，業務履行について

業務内容の管理をつかさどる者をいう。業務責任者は，建物に係る維持管理業務につ

いて，責任者経験５年以上の実務経験を有する受注者の正規社員（契約社員や派遣社

員は不可）とすること。なお，業務責任者は自ら業務を行うことができる。 

⑵ 「業務担当者」とは，業務責任者の監督の下，作業に従事する者（再委託先を含む）

で，関係法令及び仕様書に定められた資格を有する者をいう。 

⑶ 「作業員」とは，業務責任者及び業務担当者の補佐的作業に従事する者（再委託先を

含む）をいう。 

⑷ 「軽易な作業」とは，消耗部品等の簡易な部材を用いて補修を行うことにより，当面

の間，破損又は故障した施設及び機器の機能を維持するための次の作業をいう。 

ア 汚れ，詰まり，付着等がある部品の清掃 

イ 取付け不良，作動不良，ずれ等がある場合の調整 

ウ ボルト，ねじ等で緩みがある場合の増締め 

エ 潤滑油，グリス，充填油等の補充 

オ 接触部分，回転部分等への注油 

カ 軽微な損傷がある部分の補修（ただし，消耗部品でない部品交換を除く。） 

キ 塗装（タッチペイント程度） 

ク 給排水設備に関連するパッキン等の交換 

ケ その他これらに類する軽易な作業に必要なもの 

 

４ 受注者の負担の範囲 

⑴ 業務に必要な工具及び計測機器等の機材並びに消耗部品，材料及び油脂等の資機材は，

受注者の負担とする。なお，施設に設置されている資機材で，発注者が使用を認めたも

のは，その限りではない。 
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⑵ 受注者が使用する事務機器及び情報機器の増設等を行う場合等は，発注者の承諾を得

た上で，受注者の負担で設置すること。 

５ 関係法令の遵守等 

⑴ 受注者は業務を関係法令及び諸規則に基づいて実施すること。 

⑵ 受注者は法令等が改正された場合，遅滞なく当該業務の見直しを行い，その結果につ

いて発注者に報告すること。 

⑶ 業務上必要となる関係機関等への手続は，受注者が行い，それに係る費用は受注者の

負担とする。 

⑷ 受注者は関係法令に基づく立入検査に立ち会うものとする。 

 

６ 資料の貸与 

施設の概要を把握するために必要となる図面及びその他資料等について，受注者から貸与

の申出があった場合，発注者は施設管理上支障のない範囲において資料を貸与する。  

 

７ 業務体制・人員配置等 

⑴ 受注者は各業務の担当者等を記載した担当者名簿を作成し，発注者に提出する。 

⑵ 受注者は本業務の一部を協力会社等へ再委託する場合，再委託の内容，再委託先及び

業務実施に必要となる許可等について，あらかじめ発注者に書面により提出し，承諾を

得なければならない。 

 

８ 応急措置等 

⑴ 受注者は対象設備等に破損又は故障箇所を確認した場合，遅滞なく発注者に連絡する

とともに，応急措置を講じなければならない。 

⑵ 受注者は簡易な部材を用いて補修を行うことにより当面の間，破損又は故障した施設

及び機器の機能が維持できる場合は，発注者に報告の上，受注者の負担で補修する。た

だし，部品等の取替等を行う必要がある場合については，発注者に口頭による報告の上，

指示を仰ぐこととする。 

⑶ 受注者は，上記⑴及び⑵で実施した応急措置及び補修等を遅滞なく発注者に報告しな

ければならない。 

 

９ 不具合等への対応 

⑴ 受注者は建物及び設備の不具合について，発注者から連絡を受けた場合は，速やかに

状況確認を行うとともに発注者に報告しなければならない。  

 ⑵ 災害及び事故等が発生した場合は，人命の安全確保を優先し，適切な措置を講ずると

ともに，二次災害の防止に努めること。なお，経緯等については，対応後に発注者に報

告するものとする。 
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１０ 業務計画書 

受注者は業務計画書に下記事項を記載の上，書面により発注者に提出する。 

⑴ 実施体制及び緊急時連絡先 

⑵ 工程表 

⑶ 業務責任者及び業務担当者の氏名，資格等（資格者証等確認書類の写しを添付） 

⑷ 関係法令等 

⑸ その他必要な事項 

 

１１ 作業計画書 

⑴ 受注者は実施する個別の業務における作業計画書を作成し，作業開始前に発注者の承

諾を受けなければならない。ただし，軽易な作業等において，発注者の承諾を得た場合

はこの限りでない。 

⑵ 作業日程は発注者と協議の上決定し，原則，実施予定日の１週間前までに書面により，

発注者に提出する。なお，作業日程には，土日，祝日を含むものとする。 

 

１２ 報告書等 

受注者が発注者に提出する報告書等については，関係法令等による定めがあるもの，第３

章対象業務に記載のあるもの及び発注者が指示するもののほか，次の書類とする。なお，不

良箇所管理表については，書面のほか，ワード，エクセル等の電子データを提出すること。 

⑴ 作業完了報告書，不良箇所報告書，応急措置作業報告書（随時） 

対象箇所の位置及び状況が分かる図面又は写真等を添付の上，発注者に提出。 

ア 作業完了報告書 

個別業務の作業終了時に，発注者の確認を受けた上で提出。 

イ 不良箇所報告書 

点検等の結果を踏まえ，早急に修繕等の対応が必要と認められるものについて提出。

不良箇所の内容及び修繕等に係る概算費用等を記載すること。 

ウ 応急措置作業報告書 

応急措置及び修繕等を行った場合に発注者に提出。また，必要に応じて今後の修繕

等の見込みを記載すること。なお，軽易な修繕等については，発注者の承諾の上，口

頭による報告とすることができる。 

⑵ 業務報告書，不良箇所管理表（月次） 

原則，作業等実施月の翌月１０日までに発注者に提出する。 

ア 業務報告書（月次） 

作業内容と結果をとりまとめ，当月の作業完了報告書，応急措置作業報告書等を添

付する。なお，保守点検結果報告書の様式は，国土交通省大臣官房庁営繕部監修「建

築保全業務報告書作成の手引き（最新版）」に準拠する。 
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イ 不良箇所管理表 

施設の不良箇所及び内容，緊急度，修繕等の期限（目安）及び修繕等に係る概算費

用等を一覧表に記載し，不良箇所の位置及び状況を示す図面又は写真等を添付するこ

と。なお，業務期間中における不良箇所や対応経緯等を継続的に把握するため，対応

結果等も含めてデータ更新を行うものとする。 

⑶ 緊急対応報告書（随時） 

緊急対応の内容及び結果等について，対応終了後に発注者に提出すること。 

 

〔主な書類の提出時期〕 

 

１３ 支払方法 

 毎年度均等割による年度末一括払いとする。 

種 別 提出時期 提出先 

業務計画書 契約締結後，速やかに 発注者 

作業計画書 作業実施予定日の１週間前 

発注者 

萱田南小学校 

作業完了報告書 

随時 不良箇所報告書 

応急措置作業報告書 

業務報告書（月次） 
作業実施月の翌月１０日以内 

発注者 

萱田南小学校 不良箇所管理表 

緊急対応報告書 随時 
発注者 

萱田南小学校 
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第２章 作業一般事項 

 

１ 作業の打合せ 

受注者は仕様書による作業の周期や実施時期に基づき，作業日程及び内容等について，発

注者と事前に十分に打合せ，作業を実施すること。 

 

２ 作業の周知 

受注者は作業に当たり，施設の機能の一部又は全部の停止が必要となる等，学校運営に支

障をきたすおそれがある場合は，事前に発注者に連絡すること。 

 

３ 作業中の標識等 

受注者は作業に当たり，標識の掲示等によって，要所に作業中であることを周知するとと

もに，必要に応じて防護策を講じ，周囲の安全を確保すること。 

 

４ 車両の駐車 

受注者は作業に当たり，車両の駐車が必要であるときは，あらかじめ発注者の承諾を受け，

作業用車両であることを表示した上で駐車すること。 

 

５ 作業員等の服装 

受注者は原則として自らが作成した名札を着用した上で作業すること。 

 

６ 事故防止，安全及び衛生 

⑴ 受注者は作業に当たり，事故等の防止に努めること。 

⑵ 受注者は作業員等の労働安全衛生に関する労務管理について，関係法令等を遵守する

こと。 

 

７ 損害防止措置 

受注者は作業に当たり，学校職員及び児童等，建物，機械設備，車両，備品等について，危

害又は損害を与えないよう十分留意すること。なお，作業実施において危害又は損害等を与

えた場合における復旧費用は受注者の負担とする。 

 

８ 清掃等 

受注者は資機材の整理整頓を心掛け，作業終了後は速やかに片付け及び清掃を行うこと。 

 

９ 疑義の解決 

この仕様書に定められた事項に疑義が生じたとき又は定めのない事項については，発注者

及び受注者が協議の上解決する。 
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第３章 対象業務 

 

１ 施設管理に係る業務 

施設管理に係る業務は次のとおりとし，その内容は次項のとおりとする。 

⑴ 建築物保守管理業務 

 ① 小荷物専用昇降機点検業務 

 ② 建築設備定期検査業務 

 ③ 特殊建築物定期検査業務 

⑵ 建築設備保守管理業務 

 ① 消防用設備保守点検等業務 

 ② 太陽光発電装置点検業務 

 ③ ＧＨＰ保守点検 

 ④ 全熱交換器点検 

 ⑤ 外構設備点検 

 ⑥ グラウンド側溝清掃 

⑶ 環境衛生管理業務 

 ① 飲料水水質検査 

  ② 雑用水水質検査 

  ③ 簡易専用水道検査 

 ⑷ その他業務 

  ① 機械警備業務 

 

２ 特記事項  ※受託者との協議により詳細を決定する。 

⑴ 建築物保守管理業務 

  ① 小荷物専用昇降機点検業務 

業務内容 ⑴ 小荷物専用昇降機の保守点検（非メーカー点検可） 

⑵ 建築基準法に基づく定期検査報告 

⑶ 付属機器の保守点検 

作業項目 ⑴ 定期点検（８月を除く毎月実施） 

点検（外観，機能，作動），清掃及び整備（給油，調整，清掃等） 

⑵ 精密調査，定期整備（必要に応じて実施） 

  機器の構成部品の修理，取替え等を実施する。 

⑶ 法定点検（８月） 

  建築基準法第１２条に基づく定期点検を行う。 

なお，不具合等を発見した場合は，その内容を業務報告書（月次）に記載

すること。 
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資 格 等 建築基準法に基づく定期検査報告：一級建築士，二級建築士，建築基準法

第１２条第３項及び第４項に規定する資格を有する者 

そ の 他 職員及び児童等の安全確保に配慮した作業日程で実施すること。 

 

  ② 建築設備定期検査業務 

業務内容 建築基準法第１２条第１項及び第３項に基づく建築物及び建築設備等の

点検等 

作業項目 国土交通省告示様式に基づき，建築物は「調査結果表」，建築設備及び防火

設備は「検査結果表」に掲げられた点検とする。なお，「検査結果図」には，

建築設備の点検結果等についても記載する。 

なお，不具合等を発見した場合は，その内容を業務報告書（月次）に記載

すること。 

資  格 一級建築士，二級建築士，建築基準法第１２条各項に規定する資格を有す

るもの者 

そ の 他 職員及び児童等の安全確保に配慮した作業日程で実施すること。 

 

  ③ 特殊建築物定期検査業務 

業務内容 建築基準法第１２条第２項及び第４項に基づく建築物及び建築設備等の

点検等 

作業項目 国土交通省告示様式に基づき，建築物は「調査結果表」，建築設備及び防火

設備は「検査結果表」に掲げられた点検とする。なお，「検査結果図」には，

建築設備の点検結果等についても記載する。 

なお，不具合等を発見した場合は，その内容を業務報告書（月次）に記載

すること。 

資  格 一級建築士，二級建築士，建築基準法第１２条各項に規定する資格を有す

る者 

そ の 他 職員及び児童等の安全確保に配慮した作業日程で実施すること。 

 

 ⑵ 建築設備保守管理業務 

  ① 消防用設備保守点検等業務 

業務内容 消防法に基づく消防設備等の点検及び結果報告，消防設備等の維持管理 

対象機器 ① 消火器及び簡易消火用具 

② 自動火災報知設備 

③ ガス漏れ火災警報設備  

④ 防火設備  

⑤ 排煙設備  
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⑥ 屋内消火栓設備  

⑦ 誘導灯及び誘導標識  

⑧ 避難器具  

⑨ 非常放送設備  

⑩ 非常警報器具及び設備  

⑪ 連結送水設備  

⑫ 非常電源  

⑬ 緊急通報設備点検 

作業頻度 ① 総合点検：年１回 

② 機器点検：６か月に１回 

③ 防火対象物点検：年１回 

④ 緊急通報設備点検：年１回 

⑤ 連結送水管・消火栓ホース耐圧性能試験：設置後１０年を経過した物

に対して３年に１回 

資 格 等 消防設備等：消防設備士又は消防設備点検資格者 

防火対象物：防火対象物点検資格者 

報告書等 消防用設備点検を実施したときは，所定の様式による検査票のほか，次の

資料を提出すること。 

① 故障等の不具合箇所を明示した位置図等 

② 次年度に交換又は点検を要する設備等（消火器，耐圧ホース等）の一

覧表 

なお，不具合等を発見した場合は，その内容を業務報告書（月次）に記

載すること。また，②については毎年９月末までに見積添付の上，提出す

ること。 

そ の 他 職員及び児童等の安全確保に配慮した作業日程で実施すること。 

 

  ② 太陽光発電装置点検業務 

業務内容  電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法

に基づく太陽光発電設備の点検 

① 太陽電池アレイ及び固定部等の外観点検 

② パワーコンディショナーの機能点検，保護機能点検及び調整を行う。 

なお，不具合等を発見した場合は，その内容を業務報告書（月次）に記

載すること。 

なお，不具合等を発見した場合は，その内容を業務報告書（月次）に記

載すること。 

作業項目 太陽光発電システム保守点検ガイドラインに基づく点検とする。 
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資  格 一級建築士，二級建築士，建築基準法第１２条各項に規定する資格を有す

る者 

そ の 他 職員及び児童等の安全確保に配慮した作業日程で実施すること。 

 

  ③ ＧＨＰ保守点検 

業務内容 次の各室（普通教室，図書室以外）に設置しているＧＨＰエアコンの

保守点検 

１階：用務員室兼給湯室，放送室，事務室，職員室，校長室，保健室，

教育相談室，応接室，会議室 

２階：図工準備室，図工室，音楽室，音楽準備室 

３階：家庭科室，ＩＣＴルーム，ＩＣＴルーム準備室 

４階：ランチルーム 

作業項目 ⑴ 空調機点検（年１回） 

 ① 電動機の電流測定 

 ② 絶縁測定及び動作点検・調整 

 ③ Vベルト張り調整及び軸部・モーターの点検調整 

 ④ フィルター清掃 

 なお，不具合等を発見した場合は，その内容を業務報告書（月次）

に記載すること。 

⑵ 室外機点検（運転時間 1万時間経過ごと） 

  ガスエンジン，圧縮機，送風機等の機能点検調整及び消耗品交換 

⑶ ガスヒートポンプ室内機点検（年１回） 

 ① 本体外観点検 

 ② 熱交換器，送風機の機能点検調整 

 ③ ドレンパン等の詰り確認除去及びフィルター清掃 

 なお，不具合等を発見した場合は，その内容を業務報告書（月次）

に記載すること。 

⑷ ドレンパン清掃（毎月１回） 

  汚れの著しい箇所は清掃し、記録をとる。 

⑸ プレフィルター清掃 

  プレフィルターの清掃及び破損等の有無の点検を行う。 

 なお，不具合等を発見した場合は，その内容を業務報告書（月次）

に記載すること。 

そ の 他 職員及び児童等の安全確保に配慮した作業日程で実施すること。 
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  ④ 全熱交換器点検 

業務内容 校舎内に設置している全熱交換器の清掃及び破損等の有無の点検 

作業項目 ⑴ 本体外観点検 

⑵ 送風機の機能点検調整 

⑶ 熱交換エレメントの詰り等の有無機能点検 

⑷ プレフィルターの清掃 

 なお，不具合等を発見した場合は，その内容を業務報告書（月次）に記

載すること。 

そ の 他 職員及び児童等の安全確保に配慮した作業日程で実施すること。 

 

  ⑤ 外構設備点検 

業務内容 敷地内に設置している外構設備破損等の有無の点検 

作業項目 ⑴ 舗装部 

 ① 舗装の不陸，傾斜，陥没，仕上げ材の剥離の確認 

 ② 側溝の傾き及び損傷の確認 

⑵ 外構フェンス（毎月１回） 

 ① ぐらつき，変形，破損，さび，腐食，ゆるみ等の確認 

 ② 基礎部の陥没，沈下，隆起等の確認 

⑶ 門扉（毎月１回） 

 ① 動作確認 

 ② ぐらつき，さび，変形等の確認 

 ③ 施錠及び開錠時の固定部の確認 

⑷ 遊具（毎月１回） 

 ① ぐらつき，変形，破損，さび，腐食，ゆるみ等の確認 

 ② 基礎部の陥没，沈下，隆起等の確認 

 なお，不具合等を発見した場合は，その内容を業務報告書（月次）に記

載すること。 

そ の 他 職員及び児童等の安全確保に配慮した作業日程で実施すること。 

 

  ⑥ グラウンド側溝清掃 

業務内容 敷地内に設置している側溝の清掃（5年のうち１回） 

作業項目 側溝内の堆積物の除去及び清掃 

そ の 他 職員及び児童等の安全確保に配慮した作業日程で実施すること。 
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 ⑶ 環境衛生管理業務 

  ① 飲料水水質検査 

業務内容 建築物における衛生的環境の確保に関する法律に基づく飲料水の水質検

査 

作業項目 ⑴ 飲料水水質検査（１１項目：半年に１回） 

  一般細菌，大腸菌，亜硝酸態窒素，硝酸窒素及び亜硝酸態窒素，塩化

物イオン，有機物，ｐＨ値，味，臭気，色度，濁度 

⑵ 飲料水水質検査（１６項目：半年に１回） 

  上記⑴の１１項目，鉛及びその化合物，亜鉛及びその化合物，鉄及び

その化合物，銅及びその化合物，蒸発残留物， 

⑶ 飲料水水質検査（消毒副生成物１２項目） 

  シアン化合物イオン及び塩化シアン，クロロ酢酸，クロロホルム，ジ

クロロ酢酸，ジブロモクロロメタン，臭素酸，総トリハロエタン，トリ

クロロ酢酸，ブロモジクロロメタン，ブロモホルム，ホルムアルデヒト， 

 塩素酸 

そ の 他 職員及び児童等の安全確保に配慮した作業日程で実施すること。 

 

  ② 雑用水水質検査 

業務内容 建築物における衛生的環境の確保に関する法律に基づく雑用水の水質検

査 

作業項目 雑用水水質検査項目６項目（ｐＨ値、遊離残留塩素、大腸菌群、色度、外

観、臭気）について水質検査を行う。 

そ の 他 職員及び児童等の安全確保に配慮した作業日程で実施すること。 

 

  ③ 簡易専用水道検査 

業務内容 水道法に基づく簡易専用水道の検査 

作業項目 受水槽及び給水装置等の現地検査及び書類検査 

そ の 他 職員及び児童等の安全確保に配慮した作業日程で実施すること。 

 

 ⑷ その他業務 

  ① 機械警備業務 

業務内容 外部からの侵入を警戒するため，センサー等を適切な箇所に設置して警戒

する。異常信号を確認した場合の初期対応を行う。 

１ 警備基準時間（下記時間中は無人の状態となる。） 

  平日     ８時～１７時以外 

２ 警備基準時間中の業務内容 



 

 

資料６  

12 

 

 ・警報装置警戒開始の信号を受けたときに警備を開始し，警報装置警戒

解除の信号を受けたときに警備を終了する。ただし，火災や機器故障に

関する警報については，常時警備を行う。 

 ・機械警備警戒中に２４時間センターで異常信号（防犯・防災・設備異

常）を確認した場合，受信後２５分以内に一次対応スタッフが現場に急

行し，異常の有無の確認，初期対応を行う。 

 

３ 補則 

⑴ 受注者は前項に定める業務を行うときは，発注者と十分に協議すること。 

⑵ 契約図書と現況が異なる場合は，現況を優先する。 

⑶ 前項に記載がない業務について，受注者が業務上必要と判断した場合は，発注者に報

告するものとする。この場合において，発注者が認めたときは，発注者の負担で当該業

務を行うことがある。 

⑷ 業務の周期及び内容について，前項に記載がない場合は，原則として，「建築保全業務

共通仕様書（最新版）」（国土交通省）に基づく対応とする。 

 


